
「共助社会の場（仮称）」作りに向けた取組（たたき台）

○現状、地域の課題を解決するNPO等は地域金融機関、商工会議所・商工会、大学・専門学校等学術機関及び
地元企業等との連携が必ずしも図れていない状況にある。

○行政及び中間支援組織のコーディネイトにより「共助社会の場（仮称）」を設けることで
・個別に活動している各主体は、相互に交流が可能
・各主体が連携することで地域の課題解決及び活性化を実現
・各主体の活動が地域の課題解決及び活性化を実現することで、各主体もメリットを享受

・個別に活動している各主体の相互交流及び各主体が連携
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中間支援組織連携

地域の課題解決及び活性化
・地域金融機関にとっては、新規融資先の開拓及び地域内の資
金需要の増加
・商工会議所等にとっては、新たな会員確保

・学術機関にとっては、研究対象の拡大、学生へのインターンに
よるソーシャルビジネスの学びの機会の場の提供
・地元企業にとっては、販路拡大による新たなビジネスチャンス
・ＮＰＯ等にとっては、支援者の確保及び自立促進
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資料３


